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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線電力送信デバイスであって、
　電源から受信された電力に基づいて第1および第2の駆動信号を生成するように構成され
たドライバ回路と、
　アンテナコイルの第1のアンテナアレイの互いに隣接するアンテナコイルが互いに逆の
極性を有するように前記アンテナコイルに電力が供給されるように、前記第1のアンテナ
アレイに電力を供給する前記第1の駆動信号に基づいて第1のワイヤレスフィールドを生成
するように構成されたアンテナコイルの第1のアンテナアレイと、
　前記第1のアンテナアレイと部分的に重なり合うアンテナコイルの第2のアンテナアレイ
であって、前記第2のアンテナアレイは、前記第1のワイヤレスフィールドに直交する第2
のワイヤレスフィールドを生成するように構成され、前記第2のワイヤレスフィールドは
、前記第2のアンテナアレイの互いに隣接するアンテナコイルが互いに逆の極性を有する
ように前記アンテナコイルに電力が供給されるように、前記第2のアンテナアレイに電力
を供給する前記第2の駆動信号に基づいて生成される、アンテナコイルの第2のアンテナア
レイと
を備える無線電力送信デバイス。
【請求項２】
　前記第1のアンテナアレイは、前記第2のアンテナアレイから実質的に磁気的に分離され
るように、前記第2のアンテナアレイとずれた状態で重なり合う、請求項1に記載のデバイ
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ス。
【請求項３】
　前記第1のアンテナアレイの前記アンテナコイルは実質的に同一平面に位置し、前記第2
のアンテナアレイの前記アンテナコイルは実質的に同一平面に位置する、請求項1に記載
のデバイス。
【請求項４】
　前記第1および第2の駆動信号は、周期的な波形を有し、前記第1の駆動信号は、前記第1
のワイヤレスフィールドが前記第2のワイヤレスフィールドに対して約90度の位相シフト
を有するように、前記第2の駆動信号に対して約90度の位相シフトを有する、請求項1に記
載のデバイス。
【請求項５】
　前記第1および第2のアンテナアレイは、前記第1および第2のワイヤレスフィールドを第
1の方向に生成するように構成される、請求項1に記載のデバイス。
【請求項６】
　前記第1のアンテナアレイの前記アンテナコイルは、第1の電気的に接続された巻き線か
ら形成され、前記第2のアンテナアレイの前記アンテナコイルは、第2の電気的に接続され
た巻き線から形成される、請求項1に記載のデバイス。
【請求項７】
　前記第1のアンテナアレイは前記アンテナコイルのうちの2つ以上を備え、前記第2のア
ンテナアレイは前記アンテナコイルのうちの2つ以上を備える、請求項1に記載のデバイス
。
【請求項８】
　前記第1のアンテナアレイの前記アンテナコイルのうちの2つ以上は、前記第1のアンテ
ナアレイに電力が供給された場合に無線で結合するように構成され、前記第2のアンテナ
アレイの前記アンテナコイルのうちの2つ以上は、前記第2のアンテナアレイに電力が供給
された場合に無線で結合するように構成される、請求項1に記載のデバイス。
【請求項９】
　前記第1のアンテナアレイの互いに隣接するアンテナコイルは、互いに逆の回転方向に
電流を伝送するように構成される、請求項1に記載のデバイス。
【請求項１０】
　前記第1のアンテナアレイの互いに隣接するアンテナコイルは、互いに逆の回転方向に
電流を伝送するように構成され、前記第2のアンテナアレイの互いに隣接するアンテナコ
イルは、互いに逆の回転方向に電流を伝送するように構成される、請求項1に記載のデバ
イス。
【請求項１１】
　前記第1のアンテナアレイは、少なくとも2行のアンテナコイルと少なくとも2列のアン
テナコイルとを含み、前記第2のアンテナアレイは、少なくとも2行のアンテナコイルと少
なくとも2列のアンテナコイルとを含む、請求項1に記載のデバイス。
【請求項１２】
　前記第1および第2のアンテナアレイと前記ドライバ回路とを含む充電パッドをさらに備
え、前記充電パッドは、約10インチ(25.4cm)よりも大きい長さと6インチ(15.24cm)よりも
大きい幅とを有し、前記充電パッドは、前記第1および第2のワイヤレスフィールドの組合
せワイヤレスフィールドを約30ワットよりも高い電力レベルで生成するように構成され、
前記組合せワイヤレスフィールドは、少なくとも、前記充電パッドの長さの約2分の1また
は前記充電パッドの幅の約2分の1のうちの少なくとも一方である充電パッドからの距離に
よって実質的に減衰する、請求項1に記載のデバイス。
【請求項１３】
　無線電力伝達のための方法であって、
　電源から受信された電力に基づいて第1および第2の駆動信号を生成するステップと、
　前記第1の駆動信号に基づいてアンテナコイルの第1のアンテナアレイに電力を供給する
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ことによって前記第1のアンテナアレイを介して第1のワイヤレスフィールドを生成するス
テップであって、前記第1のアンテナアレイに電力を供給することは、前記第1のアンテナ
アレイの互いに隣接するコイルが互いに逆の極性を有するように前記コイルに電力を供給
することを含む、ステップと、
　前記第2の駆動信号に基づいてアンテナコイルの第2のアンテナアレイに電力を供給する
ことによって前記第2のアンテナアレイを介して前記第1のワイヤレスフィールドに直交す
る第2のワイヤレスフィールドを生成するステップであって、前記第1のアンテナアレイは
前記第2のアンテナアレイと少なくとも部分的に重なり合い、前記第2のアンテナアレイに
電力を供給することは、前記第2のアンテナアレイの互いに隣接するコイルが互いに逆の
極性を有するように前記コイルに電力を供給することを含む、ステップと
を含む方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は概して、無線電力に関する。より詳細には、本開示は、遠隔システムへの無線
電力伝達を対象とする。
【背景技術】
【０００２】
　ますます多くの様々な電子デバイスが、充電式バッテリーを介して電力を供給されるよ
うになっている。そのようなデバイスには、モバイルフォン、携帯型音楽プレーヤ、ラッ
プトップコンピュータ、タブレットコンピュータ、コンピュータ周辺デバイス、通信デバ
イス(たとえば、ブルートゥース（登録商標）デバイス)、デジタルカメラ、補聴器などが
含まれる。バッテリー技術は向上したが、バッテリー電源式電子デバイスは、より多くの
電力量をますます必要とし、かつ消費している。したがって、これらのデバイスは、常に
再充電する必要がある。充電式デバイスは、しばしば、電源に物理的に接続されているケ
ーブルまたは他の同様の接続部を通して有線接続を介し、充電される。ケーブルおよび同
様の接続部は、場合によっては、不便であるか、または扱いにくく、かつ他の欠点を有す
ることがある。充電式電子デバイスを充電するか、または電子デバイスに電力を供給する
のに使用されるように自由空間内で電力を伝達することが可能な無線充電システムは、有
線充電ソリューションの欠点の一部を克服する可能性がある。したがって、電子デバイス
に電力を効率的かつ安全に伝達する無線電力伝達システムおよび方法が望ましい。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００３】
　添付の特許請求の範囲内のシステム、方法、およびデバイスの様々な実装形態の各々は
、いくつかの態様を有し、そのどの態様も単独で、本明細書で説明する望ましい属性に関
与することはない。添付の特許請求の範囲を限定することなく、本明細書においていくつ
かの顕著な特徴について説明する。
【０００４】
　本明細書で説明する主題の1つまたは複数の実装形態の詳細について、下記の添付の図
面および説明において述べる。他の特徴、態様、および利点は、説明、図面、および特許
請求の範囲から明らかになるであろう。下記の図の相対的な寸法は、一定の縮尺で描かれ
ていない可能性があることに留意されたい。
【０００５】
　本開示の一態様は、無線電力送信デバイスを提供する。このデバイスは、第1および第2
の駆動信号を生成するように構成されたドライバ回路を備える。このデバイスは、アンテ
ナコイルの第1のアンテナアレイの互いに隣接するアンテナコイルが互いに逆の極性を有
するようにこれらのアンテナコイルに電力が供給されるように、第1のアンテナコイルに
電力を供給する第1の駆動信号に基づいて第1のワイヤレスフィールドを生成するように構
成されたアンテナコイルの第1のアンテナアレイをさらに備える。このデバイスは、第1の
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アンテナアレイと部分的に重なり合うアンテナコイルの第2のアンテナアレイをさらに備
える。第2のアンテナアレイは、第1のワイヤレスフィールドに直交する第2のワイヤレス
フィールドを生成するように構成される。第2のワイヤレスフィールドは、第2のアンテナ
アレイの互いに隣接するアンテナコイルが互いに逆の極性を有するようにこれらのアンテ
ナコイルに電力が供給されるように、第2のアンテナアレイに電力を供給する第2の駆動信
号に基づいて生成されることが可能である。
【０００６】
　本開示の別の態様は、無線電力送信のための装置を提供する。この方法は、第1および
第2の駆動信号を生成することを含む。この方法は、第1の駆動信号に基づいてアンテナコ
イルの第1のアンテナアレイに電力を供給することによって第1のアンテナアレイを介して
第1のワイヤレスフィールドを生成することをさらに含む。第1のアンテナアレイに電力を
供給することは、第1のアンテナアレイの互いに隣接するコイルが互いに逆の極性を有す
るようにこれらのコイルに電力を供給することを含む。この方法は、第2の駆動信号に基
づいてアンテナコイルの第2のアンテナアレイに電力を供給することによって第2のアンテ
ナアレイを介して第1のワイヤレスフィールドに直交する第2のワイヤレスフィールドを生
成することをさらに含む。第1のアンテナアレイは、第2のアンテナアレイと少なくとも部
分的に重なり合うことができる。第2のアンテナアレイに電力を供給することは、第2のア
ンテナアレイの互いに隣接するコイルが互いに逆の極性を有するようにこれらのコイルに
電力を供給することを含む。
【０００７】
　本開示の別の態様は、無線電力送信のための装置を提供する。この装置は、第1および
第2の駆動信号を生成することを含む。この装置は、第1の駆動信号に基づいて第1のワイ
ヤレスフィールドを生成するための複数の手段をさらに備え、第1の駆動信号が、複数の
第1のワイヤレスフィールド生成手段のうちの互いに隣接する手段が互いに逆の極性を有
するように互いに隣接する手段に電力が供給されるように、複数の第1のワイヤレスフィ
ールド生成手段に電力を供給する。この装置は、第1のワイヤレスフィールドに直交しか
つ第1のワイヤレスフィールドと少なくとも部分的に重なり合う第2のワイヤレスフィール
ドを生成するための複数の手段をさらに備える。第2のワイヤレスフィールドは、複数の
第2のワイヤレスフィールド生成手段のうちの互いに隣接する手段が互いに逆の極性を有
するように互いに隣接する手段に電力が供給されるように、複数の第2のワイヤレスフィ
ールド生成手段に電力を供給する第2の駆動信号に基づくことが可能である。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】例示的な無線電力伝達システムの機能ブロック図である。
【図２】図1の無線電力伝達システムにおいて使用できる例示的な構成要素の機能ブロッ
ク図である。
【図３】送信コイルまたは受信コイルを含む、図2の送信回路または受信回路の一部分の
概略図である。
【図４】図1の無線電力伝達システムにおいて使用できる送信機の機能ブロック図である
。
【図５】図1の無線電力伝達システムにおいて使用できる送信機の機能ブロック図である
。
【図６】図4の送信回路内で使用できる送信回路の一部の概略図である。
【図７】例示的な実施形態による無線電力伝達システムの機能ブロック図である。
【図８】例示的な実施形態による、図7の例示的な充電パッドの側面図である。
【図９】例示的な実施形態による、図7の例示的な充電パッドの側面図である。
【図１０】図9の充電パッドの表面に沿った変位の関数としての複合ワイヤレスフィール
ドの平均強度の例示的な値のプロットである。
【図１１】例示的な実施形態による例示的な充電パッドの上面図である。
【図１２】一実装形態による、電力を無線で伝達する方法の実装形態のフローチャートで
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ある。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　図面に示される様々な特徴部は、一定の縮尺で描かれていない場合がある。したがって
、様々な特徴部の寸法は、明快のために、恣意的に拡大または縮小されている場合がある
。加えて、図面のいくつかは、所与のシステム、方法、またはデバイスの構成要素のすべ
てを示していないことがある。最後に、同様の参照番号は、本明細書および図を通して同
様の特徴部を示すために使用され得る。
【００１０】
　添付の図面に関連させて下記に記載される詳細な説明は、本発明の例示的な実施形態の
説明を目的としたものであり、本発明を実践できる唯一の実施形態を表すことを意図した
ものではない。この説明を通して使用される「例示的」という語は、「例、実例、または
説明として役立つ」ことを意味し、必ずしも他の例示的な実施形態よりも好ましい、また
は有利であると解釈すべきではない。詳細な説明は、本発明の例示的な実施形態の完全な
理解を得ることを目的として具体的な詳細を含んでいる。しかしながら、本発明の例示的
な実施形態は、これらの具体的な詳細なしに実践することができる。場合によっては、本
明細書に提示する例示的な実施形態の新規性を曖昧にするのを回避するために、よく知ら
れている構造およびデバイスがブロック図の形式で示されている。
【００１１】
　電力を無線で伝達することは、物理的な電気導体を使用することなく、電場、磁場、電
磁場などに関連する任意の形態のエネルギーを送信機から受信機に伝達することを指し得
る(たとえば、電力は、自由空間を通して伝達され得る)。電力伝達を実現するために、ワ
イヤレスフィールド(たとえば、磁場)内に出力された電力は、「受信コイル」または「受
信アンテナ」によって受信され、捕捉され、または結合されてもよい。
【００１２】
　図1は、本発明の例示的な実施形態による、例示的な無線電力伝達システム100の機能ブ
ロック図である。エネルギー伝達を可能にするための場(field)105を生成するために、電
源(図示せず)から送信機104に入力電力102を供給してよい。受信機108は、場105に結合さ
れ、出力電力110に結合されたデバイス(図示せず)によって蓄積または消費するための出
力電力110を生成してよい。送信機104と受信機108の両方は、距離112だけ離されている。
例示的な一実施形態では、送信機104および受信機108は、相互の共振関係に従って構成さ
れる。受信機108の共振周波数と送信機104の共振周波数が、ほぼ同じか、または極めて近
いとき、送信機104と受信機108との間の伝送損失は最小となる。したがって、コイルが極
めて近い(たとえば、数mm)ことが必要な大型のコイルを必要とする可能性がある純粋に誘
導性のソリューションとは対照的に、より長い距離にわたって無線電力伝達を可能にする
ことができる。したがって、共振誘導結合技法は、効率を改善するとともに、様々な距離
にわたって、かつ様々な誘導コイル構成を用いて、電力伝達を可能にし得る。
【００１３】
　受信機108は、送信機104によって生成されたエネルギー場(energy field)105に位置す
るとき、電力を受け取ることができる。場105は、送信機104によって出力されたエネルギ
ーが受信機108によって捕捉され得る領域に対応する。場合によっては、場105は、下記で
さらに説明するように、送信機104の「近接場」に相当してよい。送信機104は、エネルギ
ー伝送を出力するための送信コイル114を含んでよい。さらに、受信機108は、エネルギー
伝送からのエネルギーを受信または捕捉するための受信コイル118を含む。近接場は、送
信コイル114から電力を最小限に放射する送信コイル114内の電流および電荷に起因する強
い反応場が存在する領域に相当してよい。場合によっては、近接場は、送信コイル114の
約1波長(または波長の数分の一)内にある領域に相当してよい。送信コイル114および受信
コイル118は、それらに関連する適用例およびデバイスに応じてサイズを決定される。上
述のように、効率的なエネルギー伝達は、電磁波のエネルギーの大部分を非近接場に伝播
するのではなく、送信コイル114の場105のエネルギーの大部分を受信コイル118に結合す
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ることによって生じさせることができる。場105内に位置するとき、送信コイル114と受信
コイル118との間に、「結合モード」を発生させることができる。この結合が起こり得る
、送信コイル114および受信コイル118の周りの領域を、本明細書では結合モード領域と呼
ぶ。
【００１４】
　図2は、本発明の様々な例示的な実施形態による、図1の無線電力伝達システム100にお
いて使用できる例示的な構成要素の機能ブロック図である。送信機204は、発振器222と、
ドライバ回路224と、フィルタ/整合回路226とを含むことができる、送信回路206を含んで
よい。発振器222は、周波数制御信号223に応答して調整され得る、468.75KHz、6.78MHz、
または13.56MHzなどの所望の周波数の信号を生成するように構成され得る。発振器信号は
、たとえば送信コイル214の共振周波数で送信コイル214を駆動するように構成されたドラ
イバ回路224に供給され得る。ドライバ回路224は、発振器222から方形波を受け取り、正
弦波を出力するように構成されたスイッチング増幅器であってよい。たとえば、ドライバ
回路224は、E級増幅器であってよい。また、フィルタ/整合回路226は、高調波または他の
不要な周波数をフィルタ処理し、送信機204のインピーダンスを送信コイル214に整合させ
るために含まれ得る。
【００１５】
　受信機208は、整合回路232と、図2に示すバッテリー236を充電するか、または受信機20
8に結合されたデバイス(図示せず)に電力を供給するために、AC電力入力からDC電力出力
を生成するための整流器/スイッチング回路234とを含み得る受信回路210を含んでよい。
整合回路232は、受信回路210のインピーダンスを受信コイル218に整合させるために含ま
れ得る。加えて、受信機208と送信機204は、別々の通信チャネル219(たとえば、ブルート
ゥース（登録商標）、zigbee、セルラーなど)上で通信してよい。別法として、受信機208
および送信機204は、ワイヤレスフィールド206の特性を使用したバンド内信号伝達を介し
て通信することができる。
【００１６】
　下記でより十分に説明するように、選択的に無効にできる関連する負荷(たとえばバッ
テリー236)を最初に有することができる受信機208は、送信機204によって伝送され、受信
機208によって受け取られる電力の量が、バッテリー236を充電するのに適切であるかどう
かを判定するように構成できる。さらに、受信機208は、電力量が適切であると判定する
と、負荷(たとえば、バッテリー236)を有効にするように構成され得る。いくつかの実施
形態では、受信機208は、バッテリー236を充電することなく、無線電力伝達場から受け取
った電力を直接利用するように構成され得る。たとえば、近接場通信(NFC)または無線周
波数識別デバイス(RFID)などの通信デバイスは、無線電力伝達場から電力を受け取り、無
線電力伝達場と相互作用することによって通信し、かつ/または送信機204もしくは他のデ
バイスと通信するために受信電力を利用するように構成され得る。
【００１７】
　図3は、本発明の例示的実施形態による、送信または受信コイル352を含む、図2の送信
回路206または受信回路210の一部の概略図である。図3に示されるように、例示的な実施
形態において使用される送信回路または受信回路350は、コイル352を含んでよい。また、
コイルは、「ループ」アンテナ352と呼ばれるか、または「ループ」アンテナ352として構
成されてよい。また、コイル352は、本明細書では、「磁気」アンテナもしくは誘導コイ
ルと呼ばれるか、または「磁気」アンテナもしくは誘導コイルとして構成されてよい。「
コイル」という用語は、別の「コイル」に結合されるエネルギーを無線で出力するかまた
は受け取ることができる構成要素を指すことが意図される。コイルは、電力を無線で出力
するかまたは受け取るように構成されるタイプの「アンテナ」と呼ばれてもよい。コイル
352は、空芯、またはフェライトコアなどの物理的コア(図示せず)を含むように構成され
得る。空芯ループコイルは、コアの近傍に配置された無関係の物理デバイスに対して、よ
り耐用性がある可能性がある。さらに、空芯ループコイル352により、他の構成要素をコ
ア領域内に配置することが可能になる。加えて、空芯ループは、受信コイル218(図2)を送
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信コイル214(図2)の平面内に配置することをより容易に可能にすることができ、送信コイ
ル214(図2)の結合モード領域は、より強力になり得る。
【００１８】
　上述のように、送信機104と受信機108との間のエネルギーの効率的な伝達は、送信機10
4と受信機108との間に整合した共振またはほぼ整合した共振が生じている間に行われ得る
。しかしながら、送信機104と受信機108との間の共振が整合しないときでも、エネルギー
を伝達することができるが、効率に影響を及ぼす可能性がある。エネルギーの伝達は、送
信コイルの場105からのエネルギーを、近傍にある受信コイルに結合することによって行
われ、この場105は、送信コイルからのエネルギーを自由空間に伝播させる代わりに確立
される。
【００１９】
　ループコイルまたは磁気コイルの共振周波数は、インダクタンスおよびキャパシタンス
に基づいている。インダクタンスは単にコイル352によって生成されたインダクタンスで
ある可能性があるが、キャパシタンスは、所望の共振周波数の共振構造を生成するために
コイルのインダクタンスに加えられ得る。一例として、共振周波数で信号358を選択する
共振回路を生成するために、送信回路または受信回路350にキャパシタ354およびキャパシ
タ356を加えてよい。したがって、より大きい直径のコイルでは、共振を持続させるのに
必要なキャパシタンスのサイズは、ループの直径またはインダクタンスが増加するにつれ
て減少してよい。さらに、コイルの直径が増加するにつれて、近接場の効率的なエネルギ
ー伝達面積は増加し得る。他の構成要素を使用して形成される他の共振回路も考えられる
。別の例として、コイル352の2つの端子間に並列にキャパシタを配置してよい。送信コイ
ルに関して、コイル352の共振周波数にほぼ対応する周波数を有する信号358がコイル352
への入力であってよい。
【００２０】
　一実施形態では、送信機104は、送信コイル114の共振周波数に対応する周波数を有する
、時間変動する磁場を出力するように構成され得る。受信機が場105内にあるとき、時間
変動する磁場は、受信コイル118内に電流を誘導することができる。上述のように、受信
コイル118が送信コイル114の周波数で共振するように構成される場合、エネルギーを効率
的に伝達することができる。受信コイル118内に誘導されたAC信号は、負荷を充電するか
または負荷に電力を供給するために供給され得るDC信号を生成するために、上述のように
整流され得る。
【００２１】
　図4は、本発明の例示的な実施形態による、図1の無線電力伝達システムにおいて使用で
きる送信機404の機能ブロック図である。送信機404は、送信回路406と、送信コイル414と
を含んでよい。送信コイル414は、図3に示すコイル352であってよい。送信回路406は、送
信コイル414の周りにエネルギー(たとえば、磁束)を発生させる発振信号を生成すること
により、送信コイル414にRF電力を供給してよい。送信機404は、任意の適切な周波数で動
作してよい。例として、送信機404は、13.56MHzのISM帯域において動作してもよい。
【００２２】
　送信回路406は、送信回路406のインピーダンス(たとえば、50オーム)を送信コイル414
に整合させるための固定インピーダンス整合回路409と、高調波放射を受信機108(図1)に
結合されたデバイスの自己ジャミングを防ぐレベルまで低減させるように構成されたロー
パスフィルタ(LPF)408とを含んでよい。他の例示的な実施形態は、特定の周波数を減衰さ
せる一方で、他の周波数は通過させるノッチフィルタを含むが、それに限定されない、異
なるフィルタトポロジを含み得ると共に、コイル414への出力電力、またはドライバ回路4
24によって引き出されるDC電流などの測定可能な送電メトリックに基づいて変化し得る、
適応インピーダンス整合を含み得る。送信回路406は、発振器423によって決定されるRF信
号を駆動するように構成されたドライバ回路424をさらに含む。送信回路406は、個別のデ
バイスまたは回路から構成されても、または代わりに、一体型アセンブリから構成されて
もよい。送信コイル414から出力される例示的なRF電力は、2.5ワット程度であってよい。
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【００２３】
　送信回路406は、発振器423の周波数または位相を調整し、かつ取り付けられた受信機を
介して隣接するデバイスと対話するための通信プロトコルを実装するように出力電力レベ
ルを調整するために、特定の受信機の送信フェーズ(またはデューティサイクル)の間に発
振器423を選択的に有効にするためのコントローラ415をさらに含んでよい。コントローラ
415は、本明細書ではプロセッサ415と呼ばれることもあることに留意されたい。発振器位
相および送信経路内の関連する回路の調整により、特に、ある周波数から別の周波数に移
行する際の帯域外放射の低減が可能になり得る。
【００２４】
　送信回路406は、送信コイル414によって生成された近接場の近傍における作動中の受信
機の有無を検出するための負荷感知回路416をさらに含んでよい。例として、負荷感知回
路416は、下記でさらに説明するように、送信コイル414によって生成された場の近傍にお
ける作動中の受信機の有無によって影響を及ぼされ得るドライバ回路424に流れる電流を
監視する。ドライバ回路424上の負荷に対する変化の検出は、エネルギーを伝送するため
に発振器423を有効にすべきかどうか、および作動中の受信機と通信すべきかどうかを決
定する際に使用するために、コントローラ415によって監視される。下記でより十分に説
明するように、ドライバ回路424で測定される電流は、無効なデバイスが送信機404の無線
電力伝達領域内に位置するかどうかを判定するために使用され得る。
【００２５】
　送信コイル414は、リッツ線とともに、または抵抗損を低く保つために選択された厚さ
、幅、および金属のタイプを有するアンテナストリップとして実装され得る。一実装形態
では、送信コイル414は、一般に、テーブル、マット、ランプ、または他の携帯性の低い
構成などの、より大きい構造と関連付けて構成され得る。したがって、送信コイル414は
、一般に、実用的な寸法となるように、「巻くこと」を必要としない場合がある。送信コ
イル414の例示的な実装形態は、共振周波数を規定するためにキャパシタを使用すること
により、「電気的に小型」(すなわち、波長の数分の一)になり得ると共に、より低い使用
可能な周波数で共振するように同調され得る。
【００２６】
　送信機404は、送信機404に関連し得る受信機デバイスの所在および状態に関する情報を
収集および追跡してよい。したがって、送信回路406は、(本明細書ではプロセッサとも呼
ばれる)コントローラ415に接続される、存在検出器480、密閉型検出器460、またはこれら
の組合せを含んでよい。コントローラ415は、存在検出器480および密閉型検出器460から
の存在信号に応答して、ドライバ回路424により送出される電力量を調整してよい。送信
機404は、たとえば、ビル内にある従来のAC電力を変換するためのAC-DCコンバータ(図示
せず)、従来のDC電源を送信機404に適した電圧に変換するためのDC-DCコンバータ(図示せ
ず)などのいくつかの電源を介して、または従来直接のDC電源(図示せず)から、電力を受
け取ってよい。
【００２７】
　一例として、存在検出器480は、送信機404のカバー領域に挿入される、充電されるべき
デバイスの最初の存在を感知するために利用される運動検出器であってよい。検出後、送
信機404はオンにされてよく、デバイスによって受け取られるRF電力は、所定の方法でRx
デバイス上のスイッチを切り替えるために使用されてよく、これにより次に、送信機404
の駆動点インピーダンスに対する変化をもたらす。
【００２８】
　別の例として、存在検出器480は、たとえば、赤外線検出手段、運動検出手段、または
他の適切な手段によって人を検出することが可能な検出器であってよい。いくつかの例示
的な実施形態では、送信コイル414が特定の周波数で送信することができる電力量を制限
する規定が存在してよい。場合によっては、これらの規定は、人を電磁放射から守ること
を意図されている。しかしながら、送信コイル414が、人によって占有されないか、また
は人によって占有される頻度が低い領域に位置する、たとえば、ガレージ、工業の現場、
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店舗などのような環境が存在し得る。これらの環境に人間がいない場合は、通常の電力制
限規定を超えて送信コイル414の電力出力を増加させることを許容し得る。言い換えれば
、コントローラ415は、人の存在に応答して、送信コイル414の電力出力を、規制レベルま
たはそれ未満に調整し、人が送信コイル414の電磁場から規制距離の外側にいる場合は、
送信コイル414の電力出力を、規制レベルを超えるレベルに調整してよい。
【００２９】
　一例として、密閉型検出器460(本明細書では、密閉型コンパートメント検出器または密
閉型空間検出器と呼ばれることもある)は、包囲体が閉状態または開状態であることを判
定するための感知スイッチなどのデバイスであってよい。送信機が閉状態の包囲体内にあ
るとき、送信機の電力レベルを増加させてよい。
【００３０】
　例示的な実施形態では、送信機404がいつまでもオンのままではない方法を使用してよ
い。この場合、送信機404は、ユーザが決定した時間の経過後に停止するようにプログラ
ムされ得る。この特徴は、送信機404の周囲の無線デバイスが完全に充電された後、送信
機404、特にドライバ回路424が長く動作するのを防ぐ。このイベントは、回路が、リピー
タまたは受信コイルより送信された、デバイスが完全に充電されたという信号を検出する
ことができなかったためである可能性がある。その周囲に別のデバイスが配置されている
場合に、送信機404が自動的に停止することを防止するために、送信機404の自動停止機能
は、その周囲で動作が検出されずに、定められた期間が経過した後にだけ、アクティブ化
されてよい。ユーザが、望み通りに、無活動時間間隔を決定し、それを変更できてよい。
一例として、この時間間隔は、特定のタイプの無線デバイスが最初に完全に放電したとい
う仮定の下に、そのデバイスを完全に充電するのに必要な時間間隔よりも長くてよい。
【００３１】
　図5は、本発明の例示的な実施形態による、図1の無線電力伝達システムにおいて使用で
きる受信機508の機能ブロック図である。受信機508は、受信コイル518を含み得る受信回
路510を含む。受信機508は、受信電力を提供するために、デバイス550にさらに結合する
。受信機508は、デバイス550の外部にあるものとして示されているが、デバイス550に統
合されてよいことに留意されたい。エネルギーは、受信コイル518に無線で伝播され、次
いで受信回路510の残りの部分を介してデバイス550に結合され得る。例として、充電デバ
イスには、モバイルフォン、携帯型音楽プレーヤ、ラップトップコンピュータ、タブレッ
トコンピュータ、コンピュータ周辺デバイス、通信デバイス(たとえば、ブルートゥース
（登録商標）デバイス)、デジタルカメラ、補聴器(または他の医療用デバイス)などのデ
バイスが含まれ得る。
【００３２】
　受信コイル518は、送信コイル414(図4)と同じ周波数で、または特定の周波数範囲内で
共振するように同調され得る。受信コイル518は、送信コイル414と同様の寸法を有しても
、または関連するデバイス550の寸法に基づいて異なるサイズを有してもよい。例として
、デバイス550は、送信コイル414の直径または長さよりも小さい直径寸法または長さ寸法
を有するポータブル電子デバイスであってよい。そのような例では、受信コイル518は、
同調キャパシタ(図示せず)のキャパシタンス値を低減させ、受信コイルのインピーダンス
を増加させるために多巻きコイルとして実装され得る。例として、受信コイル518は、コ
イルの直径を最大化し、受信コイル518のループ巻き数(すなわち、巻回)および巻線間キ
ャパシタンスを低減するために、デバイス550の実質的な外周の周りに配置されてよい。
【００３３】
　受信回路510は、受信コイル518に対するインピーダンス整合を可能にしてよい。受信回
路510は、受け取られたRFエネルギー源をデバイス550が使用するための充電電力に変換す
るための電力変換回路506を含む。電力変換回路506は、RF-DC変換器520を含み、さらにDC
-DC変換器522を含んでもよい。RF-DC変換器520は、受信コイル518で受け取られたRFエネ
ルギー信号を、Vrectで表される出力電圧を有する非交流電力に整流する。DC-DC変換器52
2(または他の電力調整器)は、整流されたRFエネルギー信号を、VoutおよびIoutによって
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表される出力電圧および出力電流を有する、デバイス550に適合したエネルギーポテンシ
ャル(たとえば電圧)に変換する。部分的および完全な整流器、調整器、ブリッジ、ダブラ
ー、ならびにリニア変換器およびスイッチング変換器を含む、様々なRF-DC変換器が企図
される。
【００３４】
　受信回路510は、受信コイル518を出力変換回路506に接続するための、あるいは出力変
換回路506を切断するための、スイッチング回路512をさらに含んでよい。電力変換回路50
6から受信コイル518を切断することにより、デバイス550の充電を中断するだけでなく、
送信機404(図2)から「見た」「負荷」も変化する。
【００３５】
　上記で開示したように、送信機404は、送信機ドライバ回路424に供給されるバイアス電
流の変動を検出することができる負荷感知回路416を含む。したがって、送信機404は、受
信機が送信機の近接場内に存在することを判定するための機構を有する。
【００３６】
　複数の受信機508が送信機の近接場内に存在するとき、他の受信機をより効率的に送信
機に結合させるために、1つまたは複数の受信機の装荷および除荷を時間多重化すること
が望ましい場合がある。受信機508はまた、他の近くの受信機への結合を解消するか、ま
たは近くの送信機への装荷を低減させるためにクローキング（cloaking）され得る。受信
機のこの「除荷」は、本明細書では「クローキング」としても知られる。さらに、受信機
508によって制御され送信機404によって検出される、除荷と装荷との間のこのスイッチン
グは、下記でより十分に説明するように、受信機508から送信機404への通信機構を実現す
ることができる。加えて、受信機508から送信機404にメッセージを送信することを可能に
するプロトコルが、このスイッチングに関連付けられ得る。例として、スイッチング速度
は、100μ秒程度であってよい。
【００３７】
　例示的な実施形態では、送信機404と受信機508との間の通信は、従来の双方向通信(す
なわち、結合場を使用したバンド内信号伝達)ではなく、デバイス感知および充電制御機
構のことを指す。言い換えれば、送信機404は、エネルギーが近接場で利用可能であるか
どうかを調整するために、送信信号のオン/オフキーイングを使用してよい。受信機は、
これらのエネルギー変化を送信機404からのメッセージとして解釈してよい。受信機側か
ら、受信機508は、どれくらいの電力が場から受け入れられているかを調整するために、
受信コイル518の同調および非同調を使用してよい。場合によっては、同調および非同調
は、スイッチング回路512を介して実現され得る。送信機404は、使用される電力のこの差
を場から検出し、これらの変化を受信機508からのメッセージとして解釈してよい。送信
電力の変調および負荷挙動の他の形態を利用してよいことに留意されたい。
【００３８】
　受信回路510は、送信機から受信機への情報信号伝達に対応し得る、受信エネルギーの
変動を識別するために使用される、信号伝達検出器/ビーコン回路514をさらに含んでよい
。さらに、信号伝達/ビーコン回路514は、受信回路510を無線充電が可能なように構成す
るために、低減されたRF信号エネルギー(すなわち、ビーコン信号)の送信を検出し、かつ
低減されたRF信号エネルギーを公称電力に整流し、受信回路510内の電力を供給されてい
ない回路または電力が枯渇した回路のいずれかを呼び起こすために使用されてもよい。
【００３９】
　受信回路510は、本明細書で説明するスイッチング回路512の制御を含む、本明細書で説
明する受信機508のプロセスを調整するためのプロセッサ516をさらに含む。また、受信機
508のクローキングは、充電電力をデバイス550に提供する外部の有線充電ソース(たとえ
ば、壁コンセント/USB電力)の検出を含む他のイベントが発生したときにも行われる可能
性がある。プロセッサ516は、受信機のクローキングを制御するのに加えて、ビーコン回
路514を監視してビーコン状態を判定し、送信機404から送信されたメッセージを抽出して
もよい。プロセッサ516は、性能の改善のためにDC-DC変換器522を調整してもよい。
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【００４０】
　図6は、図4の送信回路406に使用され得る送信回路600の一部分の概略図である。送信回
路600は、上記で図4において説明したように、ドライバ回路624を含んでよい。上述のよ
うに、ドライバ回路624は、方形波を受け取り、送信回路650に供給する正弦波を出力する
ように構成され得るスイッチング増幅器であってよい。場合によっては、ドライバ回路62
4は、増幅器回路と呼ばれることがある。ドライバ回路624は、E級増幅器として示されて
いるが、本発明の実施形態によって任意の適切なドライバ回路624が使用されてよい。ド
ライバ回路624は、図4に示されるように、発振器423からの入力信号602によって駆動され
得る。また、ドライバ回路624は、送信回路650を介して送出され得る最大電力を制御する
ように構成された駆動電圧VDを提供され得る。高調波を解消または低減させるために、送
信回路600は、フィルタ回路626を含んでよい。フィルタ回路626は、3極(キャパシタ634、
インダクタ632、およびキャパシタ636)ローパスフィルタ回路626であってよい。
【００４１】
　フィルタ回路626によって出力された信号は、コイル614を含む送信回路650に提供され
得る。送信回路650は、ドライバ回路624によって供給されるフィルタ処理済み信号の周波
数で共振し得る、キャパシタンス620および(たとえば、コイルのインダクタンスもしくは
キャパシタンス、または追加のキャパシタ構成要素に起因する可能性がある)インダクタ
ンスを有する直列共振回路を含んでよい。送信回路650の負荷は、可変抵抗器622によって
表すことができる。この負荷は、送信回路650から電力を受け取るように配置された無線
電力受信機508の関数であってよい。
【００４２】
　場合によっては、充電パッドなどの大きい充電表面が望ましい場合がある。たとえば、
大きい寸法を有する充電パッドは、ラップトップ、メディアシステム、車両、および/ま
たは同様のデバイスに有効である場合があり、あるいは複数のデバイスを同時に充電する
場合に有効であることがある。充電パッドのより大きい寸法を実現するための1つの方法
は、送信アンテナまたはコイルのサイズを大きくすることである。しかし、送信コイルの
サイズを大きくし、一方、充電のためのいくつかの電力レベル目標を維持すると、ワイヤ
レスフィールドが充電パッドの表面から伝搬する可能性がある距離が長くなることがある
。たとえば、生成された電磁界は、無線電力送信機から意図しない距離にわたって伝搬す
る場合があり望ましくない。電磁界が放射すると、近くの物体およびデバイスが干渉を受
け、電力損失が増大することがあり望ましくない。一態様では、本明細書で開示するいく
つかの例示的な実施形態は、ワイヤレスフィールドを望ましくない距離にわたって伝搬さ
せずに電子デバイスを充電するかまたは電子デバイスに電力を供給するのに十分な表面の
上方にワイヤレスフィールドを生成することに関する。非限定的な例として、互いに直交
する(たとえば、無線で分離されならびに/あるいは磁気的に分離された)第1および第2の
アンテナアレイならびに送信アンテナアレイを互いに直交する方向(たとえば、充電する
ならびに/あるいは電力を供給するのに実質的に非干渉)に駆動するように構成された送信
回路について説明する。
【００４３】
　図7は、例示的な実施形態による無線電力伝達システム700の機能ブロック図である。無
線電力伝達システム700は、ドライバ回路702と、第1および第2の駆動ライン706、708によ
って相互接続された充電パッド704とを含んでもよい。充電パッド704は、複数のアンテナ
コイル712、714、716を有する第1のアンテナアレイ710を含んでもよく、第2のアンテナア
レイ720は、複数のアンテナコイル722、724、726を含んでもよい。
【００４４】
　ドライバ回路702は、第1および第2の駆動ライン706、708上の出力として第1および第2
の駆動信号を生成するように構成されることが可能である。たとえば、ドライバ回路702
は、充電パッド704に電力を供給するための第1および第2の駆動信号を生成するために電
力を供給するための電源(図示せず)に動作可能に結合されてもよい。例示的な図示の実施
形態では、第1および第2の駆動信号は、第1および第2のアンテナアレイ710、720に電力を
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供給してそれぞれ、第1および第2のワイヤレスフィールド730、732をある周波数で生成す
ることができる。充電パッド704の生成されたワイヤレスフィールド730、732は、充電可
能なデバイス(図示せず)を無線で充電するかまたは充電可能なデバイスに電力を供給する
ことが可能である。無線で電力を結合する方法は、交流電流の磁気結合によるものであっ
てもよい。
【００４５】
　以下でさらに詳細に説明するように、ドライバ回路702は、第2のワイヤレスフィールド
732に対して直交するように第1のワイヤレスフィールド730を生成するように(たとえば、
充電パッド704上の所与の位置において、第1のワイヤレスフィールド730と第2のワイヤレ
スフィールド732との間に約90度の位相差がある)駆動信号を生成するように構成されるこ
とが可能である。たとえば、第1の駆動信号と第2の駆動信号は直交してもよく、たとえば
、第1および第2の駆動信号は、正弦波などの実質的に周期的な波形を有し、第1の駆動信
号と第2の駆動信号との間の相対位相シフトが約90度であってもよい。
【００４６】
　例示的な一実施形態では、ドライバ回路702は、商用電源(mains utility)またはその他
の入力電源に接続されてもよく、入力電源を数百ヘルツからメガヘルツまでの範囲のより
高い周波数に変換するように構成されてもよい。他の態様では、ドライバ回路702は、数
百ヘルツよりも低い周波数または1メガヘルツを超える周波数に電力を変換してもよい。
いくつかの態様では、ドライバ回路702の電力出力は、数ワットから約100ワットまでの範
囲であってもよい。しかし、入力電源を任意の実用的な電力レベルにスケーリングするこ
とが可能であることが諒解されよう。他の態様では、電力出力の範囲は、数ワットよりも
低くてもよくあるいは数キロワットを超えてもよい。任意の適用可能な電源、周波数範囲
、および/または電力範囲が選択されてもよいことが諒解されよう。
【００４７】
　充電パッド704は、第1および第2の駆動ライン706、708上で伝送される第1および第2の
駆動信号を入力として受信するように構成し、かつワイヤレスフィールド730、732を出力
として生成するように構成されることが可能である。充電パッド704は、1つまたは複数の
電気デバイスを支持するのに有効な実質的に平坦な表面であってもよい。たとえば、充電
パッド704は、テーブルの上面の一部であってもよい。充電パッド704は、たとえば、ラッ
プトップコンピュータ、タブレットコンピューティングデバイス、2つ以上のポータブル
デバイス、および/または同様の充電可能デバイスを収容するサイズを有することが可能
である。それぞれに異なる形状、サイズ、および向きを有する多数の他の構成が想定され
かつ本開示の趣旨の範囲内である。例として、充電パッド704表面は、冷蔵庫などの物品
上に位置してもよく、またはキッチンカウンタなどの表面の一部内に組み込まれてもよい
。他の例では、充電パッド704表面は、たとえば図示のように、水平に向けられてもよく
、または、たとえば壁に沿って垂直に向けられるかあるいは壁の内部で垂直に向けられて
もよい。充電可能デバイスは、特に、スマートフォン、タブレットコンピュータ、ラップ
トップコンピュータ、またはテレビであってもよい。
【００４８】
　充電パッド704の第1のアンテナアレイ710は、複数のアンテナコイル712、714、716を含
むことが可能である。第1のアンテナアレイ710は、電力を供給されたときに、第1のワイ
ヤレスフィールド730を生成するように構成されることが可能である。たとえば、第1の駆
動信号は、電力を供給されたコイルの集合が第1のワイヤレスフィールドを形成するワイ
ヤレスフィールドを生成するようにアンテナコイル712、714、716のうちの1つまたは複数
あるいはアンテナコイル712、714、716の各々に電力を供給することができる。一実施形
態では、第1のワイヤレスフィールドは実質的に、ある周波数で変化する磁場であっても
よい。
【００４９】
　充電パッド704の第2のアンテナアレイ720は、複数のアンテナコイル722、724、726を含
むことが可能である。第2のアンテナアレイ720は、電力を供給されたときに、第2のワイ
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ヤレスフィールド732を生成するように構成されることが可能である。たとえば、第2の駆
動信号は、電力を供給されたコイルの集合が第2のワイヤレスフィールドを形成するワイ
ヤレスフィールドを生成するようにアンテナコイル722、724、726のうちの1つまたは複数
あるいはアンテナコイル722、724、726の各々に電力を供給することができる。一実施形
態では、第2のワイヤレスフィールドは実質的に、ある周波数で変化する磁場であっても
よい。
【００５０】
　一実施形態では、第1のアンテナアレイ710と第2のアンテナアレイ720は、少なくとも部
分的に重なり合うように位置することが可能である。たとえば、第1のアンテナアレイ710
は、第2のアンテナアレイよりも上方に位置する充電パッド704の第1の層を形成すること
ができ、第2のアンテナアレイは、充電パッド704の第2の層を形成する。したがって、生
成される第1および第2のワイヤレスフィールド730、732は充電パッド704の少なくとも一
部上で空間的に一致することが可能である。
【００５１】
　アンテナコイル712、714、716、722、724、726は、交流を伝導させてワイヤレスフィー
ルドを生成することができる。一実施形態によれば、コイル712、714、716、722、724、7
26は、リッツ線のコイルから形成されてもよい。各コイルは、無線電力伝送に有効な任意
の適用可能な内径および外径を有することができる。
【００５２】
　追加または代替として、第1のアンテナアレイ710のアンテナコイル712、714、716は、
折畳みアンテナとして構成されてもよい。折畳みアンテナの例には、互いに隣接するアン
テナコイルが互いに逆の極性または互いに異なる極性を有するようにこれらのアンテナコ
イルに電力が供給されるように構成された2本以上のアンテナコイルが含まれる。たとえ
ば、電流を互いに逆の回転方向または互いに異なる回転方向に伝導させるかまたは伝送す
るように互いに隣接するコイルを構成することができる。たとえば、コイルが隣接するコ
イルに直列に接続され、隣接するコイルに対して逆巻きされてもよい。別の例として、互
いに隣接するコイルが、たとえば、駆動ラインとコイルの端子との接続を逆にすることに
よって、互いに逆の極性または互いに異なる極性を有するように駆動されるかまたは電力
を供給されてもよい。したがって、例示的な一実施形態では、電流は、コイル712を通っ
て時計回りに流れる場合、コイル714を逆時計回りに流れる。
【００５３】
　したがって、一方のコイルの中央で生成されたワイヤレスフィールドが上向きである(
たとえば、あるコイルが正極を形成し、正極性を有するワイヤレスフィールドを生成する
)とき、他方のコイルの中央で生成されたワイヤレスフィールドは下向きである(たとえば
、他のコイルが負極を形成し、負極性を有するワイヤレスフィールドを生成する)。同様
に、コイル714とコイル716は互いに隣接してもよく、コイル714は、コイル716に対して逆
巻きされるかあるいは逆の極性または異なる極性を有するように接続されてもよい。逆巻
きされた互いに隣接するコイルおよび/または交番極性のパターンは、適用可能な数の次
元において(たとえば、2次元アレイ)第1のアンテナアレイ710における任意の適用可能に
数のコイルにわたって継続することができる。特定の実施形態では、第1のアンテナアレ
イ710のコイルの数は、(たとえば、図9に関してさらに詳しく説明するように第1の次元に
沿って)約2個～6個とすることができる。さらに、折畳みアンテナ構成では、アンテナア
レイのコイルは、単一のワイヤまたは回路などの導電巻き線から形成することができ、あ
るいはそれぞれの駆動ラインによって各々駆動される別個の回路として形成することがで
きる。
【００５４】
　追加または代替として、第2のアンテナアレイ720のアンテナコイル722、724、726は、
第1のアンテナアレイ710のコイル712、714、716に関して説明したのと同様に、折畳みア
ンテナとして構成されてもよい。特定の実施形態では、第2のアンテナアレイ720のコイル
の数は、第2の次元に沿って(たとえば、第1の次元に沿って)約2個～約6個とすることがで
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きる。
【００５５】
　図示されていないが、いくつかの実施形態では、充電パッドは磁性材料(たとえば、フ
ェライト構造)と導電バックプレートとをさらに含んでもよい。たとえば、コイル712、71
4、716、722、724、726は、磁性材料よりも上方に位置してもよく、磁性材料は導電バッ
クプレートよりも上方に位置してもよい。さらに、充電パッド704は、導電シールドと磁
性材料との間および磁性材料とコイル712、714、716、722、724、726との間に絶縁層を含
んでもよい。
【００５６】
　図8および図9に関して以下でさらに詳細に説明するように、少なくとも1つのアンテナ
アレイを含む場合、このような第1および/または第2のアンテナアレイ710、720は、ワイ
ヤレスフィールドが充電パッド704の表面から伝搬する距離をそれほど長くすることなし
に充電パッド704のサイズを大きくするのを助けることができる。追加または代替として
、少なくとも2つのアンテナアレイを含む場合、このような第1および第2のアンテナアレ
イ710、720は、充電パッド704の所望の表面にわたってワイヤレスフィールドを生成する
際に充電パッド704の効果を向上させるのを助けることができる。
【００５７】
　たとえば、特定の例示的な一実施形態では、充電パッド704は、少なくとも概ねラップ
トップのサイズの充電領域を有することができる。いくつかの実施形態では、充電パッド
704の充電領域は、約10インチ(25.4cm)よりも大きい長さと約6インチ(15.24cm)よりも大
きい幅とを有することができる。充電パッド704は、ラップトップ(図示せず)に選択的に
電力を供給しならびに/あるいはラップトップを選択的に充電するのに十分な電力レベル
で第1および第2のワイヤレスフィールド730、732の組合せワイヤレスフィールドまたは複
合ワイヤレスフィールドを生成するように構成されてもよい。いくつかの実施形態では、
組合せワイヤレスフィールドは、実質的なデッドゾーンを有さない場合がある。たとえば
、組合せワイヤレスフィールドは、デバイスが充電パッド704の表面上に配置されかつ充
電領域内に配置される限り、ワイヤレスフィールドがデバイスの位置とは無関係に充電お
よび/または電力供給に関して有効である場合、実質的なデッドゾーンを有さない。電力
供給および/または充電に関して有効なワイヤレスフィールドの一例は、30ワットを実現
するワイヤレスフィールドである。電力供給および/または充電に関して有効なワイヤレ
スフィールドの別の例は、約15～30ワットを実現するワイヤレスフィールドである。充電
パッド704は、組合せワイヤレスフィールドが個々のコイルの概ね直径に等しい高さを超
えると実質的に減衰するように、第1および第2のワイヤレスフィールドの組合せワイヤレ
スフィールドを生成するように構成されることが可能である。ワイヤレスフィールドが実
質的に減衰する高さの一例は、ワイヤレスフィールドが少なくとも約10分の1に減衰する
高さである。たとえば、組合せワイヤレスフィールドは、個々のコイルの直径よりも大き
い高さでは組合せワイヤレスフィールドのピークエネルギーの約10分の1以下に減衰する
ことがある。したがって、ワイヤレスフィールドが伝搬する高さの一例は、ワイヤレスフ
ィールドの実質的な減衰が開始する高さである。他の例では、伝搬の高さには、ワイヤレ
スフィールドが実質的に減衰する高さよりも低い高さが含まれる。たとえば、いくつかの
事例では、伝搬の高さには、ワイヤレスフィールドが2分の1以下だけ減衰する高さが含ま
れる。
【００５８】
　したがって、一実施形態では、同様なサイズの方形ループ(たとえば、10x10コイルのア
レイ)のアレイ(たとえば、1次元または多次元アレイ)を折畳みループパターンに配置する
ことが可能であり、それによって、近距離場伝搬をそれほど増大させずに充電領域が平面
上で横方向(たとえば、x方向および/またはy方向)に拡張する。すなわち、いくつかの実
施形態では、高さまたはz方向の近距離場強度をアレイサイズ(たとえば、アレイのコイル
の数および/または折畳みアレイの充電領域)と無関係に設定することができる。さらに、
1つには折畳みパターンに起因して、z次元における非近接場の放射の低減、減衰、および
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/または打消しが可能である。たとえば、互いに隣接する一対の折畳みコイルは、局所的B
磁場量を保持しつつ非近接場において互いに打ち消すかまたは減衰させる場を生成するよ
うに構成されることが可能である。したがって、非近接場は、実質的にアレイサイズとは
無関係に、たとえば折畳み対ごとに減衰または低減させることが可能である。
【００５９】
　一実施形態では、折畳みコイルは、生成されたワイヤレスフィールドに結合するように
構成された受信機コイルよりも大きい寸法を有することができる。折畳みコイルのサイズ
を小さくすればするほど折畳みコイルのインダクタンスを低減させ、銅損を増大させるこ
とができる(たとえば、Q値を小さくする)ことが可能であることが諒解されよう。
【００６０】
　図8は、例示的な実施形態による、図7の例示的な充電パッド704aの側面図を示す。図7
と共通する図8の要素は、共通の参照符号を有しており、本明細書では各図間の違いのみ
について簡潔に説明する。充電パッド704aは、折畳みコイル712、714などの2つのコイル
の第1のアンテナアレイ710aと折畳みコイル722、724、726などの3つのコイルの第2のアン
テナアレイ720aとを含んでもよい。
【００６１】
　図示の実施形態では、第1のアンテナアレイ710aの折畳みアンテナコイル712、714は実
質的に同一平面上に位置する。たとえば、第1のアンテナアレイ710aは、平面型充電パッ
ド用の第1のワイヤレスフィールドを生成する平面層を形成することができる。それに加
えてまたはその代わりに、第2のアンテナアレイ720aの折畳みアンテナコイル722、724、7
26は同一平面上に位置する。たとえば、第2のアンテナアレイ720aは、平面型充電パッド
用の第2のワイヤレスフィールドを生成する第2の平面層を形成することができる。
【００６２】
　第1のアンテナアレイ710aは、第2のアンテナアレイ720aと少なくとも部分的に重なり合
ってもよい。一実施形態では、2つのアンテナアレイ710a、720aは、第1のアンテナアレイ
が第2のアンテナアレイから磁気的に分離されるように互いにずれて重なり合ってもよい
。たとえば、図示の実施形態では、第1のアンテナアレイ710aは、コイルパターンがコイ
ルの幅の2分の1だけずらされるように第2のアンテナアレイ720aの上方に位置付けられる
。特に、第1のアンテナアレイのコイルの中心は、第2のアンテナアレイ720aの互いに隣接
する2つのコイルの接合部の上方に位置付けられる。言い換えれば、いくつかの実施形態
では、第1のアレイを第1および第2のアンテナアレイのパターンの空間周期の約2分の1の
量だけ第2のアンテナアレイに対してずらすことが可能である。このようにして、第1のア
ンテナと第2のアンテナは、電力を供給されるときに実質的に磁気的に結合されていなく
てもよい。
【００６３】
　動作時において、第1および第2のアンテナアレイ710a、720aは、電力を供給されたとき
に、充電パッド704aの表面を貫通し越えて延びるワイヤレスフィールドを生成してもよい
。たとえば、第1のアンテナアレイ710aのコイル712、714は、コイル712、714を結合する
磁束線812bを有する磁場を生成することができる。特に、このコイル構成は、互いに逆方
向または異なる方向に回転しながら流れる電流によって駆動された場合、2つの異なる磁
極領域と、コイルよりも上方の「フラックスパイプ」の形をしたコイル間の磁束線812b弧
、たとえば、各コイル712、714の中心よりも上方でかつ各コイル712、714の法線方向に高
磁束濃度ゾーンとを生成することができる。さらに、第1のアンテナアレイ710aのコイル7
12によって生成された磁場も磁束線812aを有することができ、第1のアンテナアレイ710a
のコイル714によって生成された磁場も磁束線814bを有することができる。
【００６４】
　同様の動作時において、第2のアンテナアレイ720aのコイル722、724、726は、コイル72
2、724、726を少なくとも対として結合する磁束線822b、824bを有する磁場を生成するこ
とができる。このコイル構成は、3つの磁極領域と、コイル722、724、726を通過するフラ
ックスパイプの形をした互いに隣接するコイルの中心間の磁束線822b、824bとを生成し、
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たとえば、これらのコイルの各々の中心でかつコイルの各々の法線方向に高磁束濃度のゾ
ーンが位置する。さらに、第2のアンテナアレイ720aのコイル722によって生成された磁場
も磁束線822aを有することができ、第2のアンテナアレイ720aのコイル726によって生成さ
れた磁場も磁束線826bを有することができる。
【００６５】
　さらに、図示の例示的な実施形態は、フラックスパイプが充電パッド704aの表面からの
距離h1を実現することを示す。一実施形態では、距離h1内の受信アンテナは、充電パッド
704aによって生成されるワイヤレスフィールドに結合する場合がある。
【００６６】
　一実施形態では、第1および第2のアンテナアレイ710a、720aは、非近接場において主に
接線方向に第1および第2のワイヤレスフィールドを生成するように構成される。たとえば
、前述のように、第1のアンテナアレイ710aの図示のコイル構成は、第1のアンテナアレイ
710aのコイル712、714の中心でかつコイル712、714の法線方向に位置する2つの異なる磁
極領域と、コイルよりも上方のフラックスパイプの形をしたコイル間の磁束線812bとを生
成することができる。さらに、第2のアンテナアレイ720aのコイル構成は、第2のアンテナ
アレイ720aのコイル722、724、726の中心に位置する3つの異なる磁極領域と、コイル722
、724、726よりも上方のフラックスパイプの形をした互いに隣接するコイルの中心間の磁
束線822b、824bとを生成することができる。この構造によって生成された磁場の法線成分
と接線成分はどちらも、交番コイル極性構成の打消し効果に起因して距離の関数として高
速に減衰する。
【００６７】
　一実施形態では、第1のアンテナアレイ710aは、ドライバ回路(たとえば、図7のドライ
バ回路702)が第1のアンテナアレイ710aに電力を供給するときに第1のアンテナアレイ710a
の折畳みアンテナコイルの各々に電力を供給するように構成されることが可能である。た
とえば、コイル712、714の各々は、1つのコイルからの電流が次のコイルに流れるように
電気的に接続されることが可能である。一実施形態では、第2のアンテナアレイ720aは、
ドライバ回路(たとえば、図7のドライバ回路702)が第2のアンテナアレイ720aに電力を供
給するときに第2のアンテナアレイ720aの折畳みアンテナコイルの各々に電力を供給する
ように構成されることが可能である。たとえば、コイル722、724、726の各々は、1つのコ
イルからの電流が次のコイルに流れるように電気的に接続することが可能である。他の実
施形態では、それぞれの第1および/または第2のアンテナアレイ710a、720aのコイルのう
ちの1つまたは複数が(たとえば、別個のドライバ回路によって)独立に電力を供給されて
もよい。
【００６８】
　前述のように、第1のアンテナアレイ710aおよびドライバ回路702は、第1のアンテナア
レイ710aの折畳みアンテナコイル712、714が交番極性を有するように折畳みアンテナコイ
ル712、714に電力を供給するように構成されることが可能である。たとえば、電流は、コ
イル712、714に対して互いに逆方向または異なる方向に流れる。したがって、磁束線802
はコイル712からコイル714に流れ込む。追加または代替として、第2のアンテナアレイ720
aおよびドライバ回路702は、第2のアンテナアレイ720aの折畳みアンテナコイル722、724
、726が交番極性を有するように折畳みアンテナコイル722、724、726に電力を供給するよ
うに構成される。たとえば、電流は、コイル722、724、726に対して対として互いに逆方
向または異なる方向に流れる。したがって、磁束線804は、コイル722からコイル724に流
れ込み、磁束線824bは、コイル726からコイル724に流れ込む。
【００６９】
　図9は、例示的な実施形態による、図7の別の例示的な充電パッドシステム704bの側面図
である。図8と共通する図9の要素は、共通の参照符号を有しており、本明細書では各図間
の違いのみについて簡潔に説明する。特に、充電パッド704bは、6つのコイル712、724、
および716～719の第1のアンテナアレイ710bと6つのコイル722、724、および726～729の第
2のアンテナアレイ720bとを有する。
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【００７０】
　図8の充電パッド704aと比較して、充電パッド704bは、第1および第2のアンテナアレイ7
10b、720bの各々において追加の折畳みコイル(たとえば、コイル715～718、727、728)を
含む。ワイヤレスフィールド(たとえば、B磁場)が高さ(法線)方向またはz方向に流れるか
または伝搬する距離が、数ある因子の中で、少なくともアンテナコイルの半径に基づくこ
とが諒解されよう。たとえば、伝搬距離はコイル半径が大きくなるにつれて長くなる。第
1および第2のアンテナアレイ710b、720bの追加のコイルは、各個々のコイルの半径および
高さh2を小さくするのを助けることができる。同様にして、第1および第2のアンテナアレ
イ710b、720bの追加のコイルは、受付け可能な程度に短い伝搬距離h2を維持しつつ充電パ
ッド704bの充電領域を拡張するのを助けることができる。
【００７１】
　さらに、第1のアンテナアレイ710bを含む、本明細書で説明する様々な実施形態の数あ
る利点のうちの別の利点は、ワイヤレスフィールドの伝搬を抑制しつつ充電領域を拡張で
きることである。たとえば、充電パッドの送信アンテナとして単一の展開ループが使用さ
れる場合、単一の展開ループは、充電パッドの充電領域に関する寸法に応じてサイズを設
定すべきである。その結果、単一の大きいコイルによって生成されたワイヤレスフィール
ドは、大きい充電パッドの表面から望ましくない距離にわたって伝搬する場合がある。前
述のように、伝搬距離が長くなると近接する物体が干渉を受け、効率が低下することがあ
る。したがって、第1のアンテナアレイ710bは、各々が適切な半径を有するコイルをより
多く使用することによって充電領域を拡張するのを助けることができる。
【００７２】
　特定の実施形態(たとえば、第2のアンテナアレイ720bを有さない実施形態)の1つの欠点
は、第1のアンテナアレイ710bのコイルの数を増やすとエネルギーレベルの低下する領域(
「ヌル」または「デッドゾーン」)が増える場合があることである。たとえば、ワイヤレ
スフィールドは、N12～N19として示されている第1のアンテナアレイ710bのコイルの周辺
にヌルまたはデッドゾーンを有することがある。これらのヌルを補償しないと、第1のア
ンテナアレイ710bのコイルの周辺の領域は、充電可能なデバイスを充電するかまたは充電
可能なデバイスに電力を供給するうえで有効ではなくなる場合がある。
【００７３】
　したがって、本明細書で開示する様々な例示的な実施形態の一態様は、無線放射をほと
んど生じさせず、かつ位置依存デッドゾーンを生じさせずに、広い表面を介して電子デバ
イスを充電するかまたは電子デバイスに電力を供給するのに十分なワイヤレスフィールド
を生成することに関する。したがって、一態様では、以下でより詳細に説明するようにデ
ッドゾーン面積を狭くすることが望ましい。
【００７４】
　有利なことに、充電パッドは、第1および第2のアンテナアレイに電力を供給するための
互いに直交する第1および第2の駆動信号を生成するように構成された送信回路を含むこと
ができる。たとえば、第1および第2の駆動信号は、相対位相シフトが90度である、正弦信
号などの周期波形であってもよい。一実施形態では、このことは、容量素子および/また
は誘導素子で構成された位相シフトネットワークを使用して実現することが可能である。
別の実施形態では、2つ以上の増幅器などのアクティブ構成要素が、互いに直交する第1お
よび第2の駆動信号によってアレイに電力を供給することができる。
【００７５】
　動作時において、第1のアンテナアレイ710bは第1のワイヤレスフィールドを生成するこ
とができ、第2のアンテナアレイ720bは第2のワイヤレスフィールドを生成することができ
る。第1のアンテナアレイ710bと第2のアンテナアレイ720bとの間の相対変位に起因し、か
つ第1のアンテナアレイ710bと第2のアンテナアレイ720bとの間の分離に起因して、第1の
ワイヤレスフィールドのデッドゾーンN12～N19の領域は空間的に、N22～N29によって示さ
れている第2のワイヤレスフィールドのピーク強度の領域とほぼ一致する。同様に、第1の
ワイヤレスフィールドのピーク強度の領域は空間的に、第2のワイヤレスフィールドのデ
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ッドゾーンに対応する。したがって、第1のワイヤレスフィールドと第2のワイヤレスフィ
ールドが重畳すると、デッドゾーンを少なくすることができ、充電電場がより一様になる
。さらに、互いに直交する第1および第2の駆動信号が使用される場合、組合せワイヤレス
フィールドのピークは、時間変動し、第1のワイヤレスフィールドに対応するピークの位
置と第2のワイヤレスフィールドに対応するピークの位置との間で周期的にずれる。ワイ
ヤレスフィールドの周期的掃引動作は、空間的に充電パッド704bの上方の電力分布を平均
化するのを助けることができる。
【００７６】
　図10は、図7の充電パッド704の表面に沿った変位の関数としての組合せワイヤレスフィ
ールド(たとえば、第1および第2のワイヤレスフィールド730、732)の平均強度の例示的な
値のプロット1000である。プロット1000は、第1および第2のアンテナアレイ710、720の各
々において4つのコイルを有する充電パッド704の挙動をシミュレートすることによって生
成された。図10は、互いに直交する第1および第2のワイヤレスフィールドを生成すると、
組合せワイヤレスフィールドにおいて個々のワイヤレスフィールドのヌルを事実上なくす
かまたは減らすことができることを示す。動作時において、組合せワイヤレスフィールド
のピーク強度の位置は時間とともに変動することがある。たとえば、組合せワイヤレスフ
ィールドのピーク強度の位置は、第1のワイヤレスフィールドのピークの位置と第2のワイ
ヤレスフィールドのピークの位置との間で掃引されることがある。
【００７７】
　図11は、例示的な実施形態による例示的な充電パッドシステム1100の上面図を示す。図
示の実施形態は、第1および第2の2次元アンテナアレイ1110、1120を含む。第1の2次元ア
ンテナアレイ1110は、3つの行と3つの列とを有する。第2の2次元アンテナアレイ1120は、
3つの行と3つの列とを有する。特定の例示的な一実施形態では、2次元アンテナアレイ111
0、1120の各々は、3x3アレイを備えることができる。他の例示的な実施形態では、2次元
アレイ1110、1120の各々は、コイル約2x2個分からコイル約10x10個分までの範囲から選択
されるサイズを有することができる。しかし、2次元アンテナアレイ1110、1120が任意の
適用可能な数の行および列を有し得ることが諒解されよう。2次元アンテナアレイ1110、1
120は、2次元における充電パッドシステム1100のサイズの拡張、ワイヤレスフィールドの
伝搬を抑制、および/またはデッドゾーンの抑制を助けることができる。
【００７８】
　図12は、一実装形態による、電力を無線で伝達する方法1200の実装形態のフローチャー
トである。方法1200は、ブロック1202から始まり、ブロック1204に進んで第1および第2の
駆動信号を生成する。たとえば、回路を使用して、電力伝達ができるように1つまたは複
数のアンテナコイルに電力を供給するための駆動信号を生成することができる。特定の一
例では、図7のドライバ回路702を使用して、駆動ライン706、708によって供給され第1お
よび第2のアンテナアレイ710、720に伝送される駆動信号を生成することができる。
【００７９】
　第1の駆動信号が生成された後、方法1200はブロック1206に進み、少なくとも第1の駆動
信号に基づいて、折畳みアンテナコイルの第1のアンテナアレイを使用して第1のワイヤレ
スフィールドを生成することができる。特定の一例では、第1のアンテナアレイは、図7の
第1のアンテナアレイ710に対応することができる。たとえば、第1のアンテナアレイ710は
、ドライバ回路702によって生成される第1の駆動信号に基づいて第1のワイヤレスフィー
ルドを生成することができる。第1の駆動信号は、アンテナコイル712、714、716に電力を
供給して、たとえば、図7および図8に関して説明したように交番極性を有する第1のワイ
ヤレスフィールドを生成することができる。
【００８０】
　第2の駆動信号が生成された後、方法1200はブロック1208に進み、少なくとも第2の駆動
信号に基づいて、折畳みアンテナコイルの第2のアンテナアレイを使用して第1のワイヤレ
スフィールドに直交する第2のワイヤレスフィールドを生成することができる。第1のアン
テナアレイは、第2のアンテナアレイと少なくとも部分的に重なり合うことができる。特
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定の一例では、第1のアンテナアレイは、図7の第2のアンテナアレイ720に対応することが
できる。たとえば、第2のアンテナアレイ720は、ドライバ回路702によって生成される第2
の駆動信号に基づいて第2のワイヤレスフィールドを生成することができる。第2の駆動信
号は、アンテナコイル722、724、726に電力を供給して、たとえば、図7および図8に関し
て説明したように交番極性を有する第2のワイヤレスフィールドを生成することができる
。
【００８１】
　方法1200はブロック1206および1208を任意の順序で実行できることが諒解されよう。こ
の方法1200は、ブロック1210で終了する。
【００８２】
　上記の方法の様々な動作は、たとえば様々なハードウェアおよび/またはソフトウェア
コンポーネント、回路ならびに/もしくはモジュールなど、動作を実行することができる
任意の好適な手段によって実行され得る。一般に、図に示される任意の動作は、動作を実
行することが可能な対応する機能手段によって実行され得る。互いに直交する第1および
第2の駆動信号を生成するための手段が図7の駆動回路702によって実現されてもよい。第1
のワイヤレスフィールドを生成するための手段は、図7の第1のアンテナアレイ710を使用
して実現されてもよい。第2のワイヤレスフィールドを生成するための手段は、図7の第2
のアンテナアレイ720によって実現されてもよい。
【００８３】
　多種多様な技術および技法のうちのいずれかを使用して情報および信号を表すことがで
きる。たとえば、上記の説明全体にわたって言及され得るデータ、命令、コマンド、情報
、信号、ビット、シンボル、およびチップは、電圧、電流、電磁波、磁界または磁性粒子
、光場または光学粒子、あるいはそれらの任意の組合せによって表され得る。
【００８４】
　本明細書で開示する実施形態に関して説明する様々な例示的な論理ブロック、モジュー
ル、回路、およびアルゴリズムステップは、電子ハードウェア、コンピュータソフトウェ
ア、またはその両方の組合せとして実装され得る。ハードウェアおよびソフトウェアのこ
の互換性を明確に示すために、様々な例示的な構成要素、ブロック、モジュール、回路、
およびステップについて、上記で概してそれらの機能に関して説明した。そのような機能
をハードウェアとして実装するか、ソフトウェアとして実装するかは、特定の適用例およ
び全体的なシステムに課される設計制約に依存する。上述の機能は、特定の各応用のため
に様々な方法で実装できるが、そのような実装上の決定は、本発明の実施形態の範囲から
の逸脱を生じさせると解釈すべきではない。
【００８５】
　本明細書で開示する実施形態に関して説明する様々な例示的なブロック、モジュール、
および回路は、汎用プロセッサ、デジタルシグナルプロセッサ(DSP)、特定用途向け集積
回路(ASIC)、フィールドプログラマブルゲートアレイ(FPGA)もしくは他のプログラマブル
論理デバイス、個別ゲートもしくはトランジスタ論理、個別ハードウェア構成要素、また
は、本明細書で説明する機能を実行するように設計されたそれらの任意の組合せで、実装
または実行されてよい。汎用プロセッサはマイクロプロセッサであり得るが、代替として
、プロセッサは、任意の従来のプロセッサ、コントローラ、マイクロコントローラ、また
は状態機械であり得る。プロセッサはまた、コンピューティングデバイスの組合せ、たと
えば、DSPとマイクロプロセッサとの組合せ、複数のマイクロプロセッサ、DSPコアと連携
する1つまたは複数のマイクロプロセッサ、あるいは任意の他のそのような構成として実
装され得る。
【００８６】
　本明細書で開示された実施形態に関連して記載された方法またはアルゴリズムおよび機
能のステップは、直接ハードウェアで具現化されても、またはプロセッサによって実行さ
れるソフトウェアモジュールで具現化されても、またはその2つの組合せで具現化されて
もよい。ソフトウェアで実装する場合、機能は、1つもしくは複数の命令またはコードと
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して有形の非一時的コンピュータ可読媒体上に記憶されるか、あるいは非一時的コンピュ
ータ可読媒体を介して送信され得る。ソフトウェアモジュールは、ランダムアクセスメモ
リ(RAM)、フラッシュメモリ、読取り専用メモリ(ROM)、電気的プログラマブルROM(EPROM)
、電気消去可能プログラマブルROM(EEPROM)、レジスタ、ハードディスク、リムーバブル
ディスク、CD ROM、または、当技術分野で既知の任意の他の形態の記憶媒体中に常駐し得
る。記憶媒体は、プロセッサが記憶媒体から情報を読み取り、記憶媒体に情報を書き込む
ことができるように、プロセッサに結合される。代替として、記憶媒体はプロセッサと一
体であり得る。本明細書で使用する場合、ディスク(disk)およびディスク(disc)は、コン
パクトディスク(disc) (CD)、レーザーディスク（登録商標）(disc)、光ディスク、デジ
タル多用途ディスク(disc) (DVD)、フロッピー（登録商標）ディスク(disk)、およびブル
ーレイディスク(disc)を含み、ディスク(disk)は、通常、磁気的にデータを再生し、ディ
スク(disc)は、レーザーで光学的にデータを再生する。上記の組合せも、コンピュータ可
読媒体の範囲の中に含まれるべきである。プロセッサおよび記憶媒体はASIC中に常駐し得
る。ASICはユーザ端末中に常駐し得る。代替として、プロセッサおよび記憶媒体は、ユー
ザ端末中に個別構成要素として常駐し得る。
【００８７】
　本開示の概要を述べるために、本発明のいくつかの態様、利点、および新規の特徴につ
いて本明細書で説明してきた。本発明の任意の特定の実施形態に従って、そのような利点
の必ずしもすべてを実現できない場合があることを理解されたい。したがって、本発明は
、本明細書に教示される1つの利点または利点の群を、本明細書に教示または示唆され得
る他の利点を必ずしも実現することなく実現または最適化するように具体化または実行さ
れ得る。
【００８８】
　上述の実施形態への様々な修正が容易に明らかになり、本明細書に定義する一般原理は
、本発明の趣旨または範囲を逸脱することなく他の実施形態に適用され得る。したがって
、本発明は、本明細書に示された実施形態に限定されるものではなく、本明細書に開示さ
れた原理および新規の特徴に一致する最大の範囲を与えるものである。
【符号の説明】
【００８９】
　　100　無線電力伝達システム
　　102　入力電力
　　104　送信機
　　105　場
　　108　受信機
　　110　出力電力
　　114　送信コイル
　　118　受信コイル
　　204　送信機
　　206　送信回路
　　210　受信回路
　　214　送信コイル
　　222　発振器
　　223　周波数制御信号
　　224　ドライバ回路
　　226　フィルタ/整合回路
　　232　整合回路
　　234　整流器/スイッチング回路
　　236　バッテリー
　　350　送信回路または受信回路
　　352　送信コイルまたは受信コイル
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　　354　キャパシタ
　　404　送信機
　　406　送信回路
　　408　ローパスフィルタ
　　414　送信コイル
　　415　コントローラ
　　416　負荷検知回路
　　423　発振器
　　424　ドライバ回路
　　460　密閉型検出器
　　480　存在検出器
　　506　電力変換回路
　　508　受信機
　　510　受信回路
　　512　スイッチング回路
　　516　プロセッサ
　　518　受信コイル
　　520　RF-DC変換器
　　522　DC-DC変換器
　　550　デバイス
　　600　送信回路
　　620　キャパシタンス
　　624　ドライバ回路
　　626　フィルタ回路
　　632　インダクタ
　　634、636　キャパシタ
　　650　送信回路
　　700　無線電力伝達システム
　　702　ドライバ回路
　　704　充電パッド
　　704a　充電パッド
　　704b　充電パッド
　　706　第2の駆動ライン
　　710　第1のアンテナアレイ
　　710a　第1のアンテナアレイ
　　710b　第2のアンテナアレイ
　　712　折畳みアンテナコイル
　　714　コイル
　　716　コイル
　　720　第2のアンテナアレイ
　　720a　第2のアンテナアレイ
　　722　折畳みアンテナコイル
　　724　コイル
　　726　コイル
　　730　第2のワイヤレスフィールド
　　732　第2のワイヤレスフィールド
　　802　磁束線
　　804　磁束線
　　812a　磁束線
　　812b　磁束線
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　　814b　磁束線
　　822a　磁束線
　　822b　磁束線
　　824b　磁束線
　　826b　磁束線
　　1100　充電パッドシステム
　　1110　第1の2次元アンテナアレイ
　　1120　第2の2次元アンテナアレイ

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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